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研究成果の概要（和文）：消費者市民社会の新展開として、消費者市民社会の担い手を育成する消費者教育が注目され
ている。そこで、大学において消費者市民を育成することを目標とした「金融教育」カリキュラムを開発し、授業を行
い、その成果や課題について検証を行った。その結果、これまで消費者教育は、小・中・高等学校において生活科・社
会科・家庭科など限られた教科等の中で行われてきたといえるが、数学（算数）、国語、理科等の中でも実施していく
ことができ、教科横断の可能性が広がることが示唆できた。

研究成果の概要（英文）：Education for consumers to bring up consumers civil society attracts attention.
Therefore we developed a "finance education" curriculum aiming at bringing up consumers citizen in a 
university. .Result of verification, consumer education is line in subjects such as Living Environment, 
Social studies, Home economics in the schools such as elementary, Junior high and high schools. But it 
was also possible to be conducting it in the inside where mathematics (arithmetic) is Japanese and 
science, etc., and the thing over which a possibility of the subject crossing spreads could be suggested.
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１．研究開始当初の背景 
消費者はこれまで行政から始まる弱
者の立場、つまり「保護の主体」であっ
た。しかし、リーマンショックに始まる
世界経済状況の不透明さは、行政の保護
を待つだけで良いとする消費者像を変
革させることになった。現代社会に生き
る消費者は、権利をもってそれを行使で
きる「権利の主体」であることが求めら
れ、自ら「社会的意思決定」ができる「消
費者力」身につけることが重要となった。
消費者市民社会の育成の新展開として、
社会的に影響を与えうる消費者像とし
て消費者市民の担い手を育成する消費
者教育が注目されている。平成 24 年に
成立した消費者教育推進法でも、消費者
教育の方向性として「個々の消費者の特
性及び消費生活の多様性を相互に尊重
しつつ、自らの消費生活に関する行動が
現在及び将来の世代にわたって内外の
社会経済情勢及び地球環境に影響を及
ぼし得るものであることを自覚して、公
正かつ持続可能な社会の形成に積極的
に参画する」ことが明記されている。 
本研究では、消費者市民社会を育成する
ためのカリキュラムを開発することが
目的である。 

 
２．研究の目的 
消費者市民社会の新展開として。社会
的に影響を与えうる消費者像として消
費者市民社会の担い手を育成する消費
者教育が注目されている。平成 24 年に
成立した「消費者教育の推進に関する法
律」でも、消費者教育の方向性として
「個々の消費者の特性および消費生活
の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消
費生活に関する行動が現在および将来
の世代にわたって内外の社会経済情勢
および地球環境に影響を及ぼし得るも
のであることを自覚して、公正かつ持続
可能な社会の形成に積極的に参画する
こと」と記されている。また、同法では、
国や地方への義務付け事項として、○学
校における消費者教育の推進（第11条）、
発達段階に応じた教育機会の確保・研修
の充実・人材の活用。○大学等における
消費者教育の推進（第 12 条）学生等の
被害防止のための啓発等が盛り込まれ
ている。しかしながら、小・中・高等学
校においては、各教科や領域で消費者教
育として取り扱われている内容はある
ものの、教科横断的かつ体系的なカリキ
ュラム構成とはなっていない。さらに消
費者市民社会に視座を置いたものは少
ない。そこで本研究では、それらのカリ
キュラムを開発しその有効性について
検討を行うことを目的とした。 

 
 

３．研究の方法 
消費者市民の育成のためのカリキュ
ラム開発について、まず先行研究につい
て調査を行った。さらに、私たちに実践
可能な授業として、北海道教育大学の
「金融教育」の授業があり、消費者市民
の育成を目標とするカリキュラムを作
成した。授業にあたっては、教科横断の
視点から、共同研究者や研究協力者であ
る野口泰秀（北海道野付郡別海町上春別
小学校・校長・社会）大田和幸（北海道
札幌市立山鼻中学校・教諭・社会）、森
川玲奈（北海道伊達市伊達小学校・教
諭・家庭）たちとともにオムニバス形式
で実施した。大学の授業は、平成 24 年
度から 26 年度毎年開講し、改善や検証
を行った。さらに、受講生に対して、授
業の事前及び授業後にアンケートを実
施し、教科横断の可能性や、消費者市民
社会についての意識について調査・分析
を行った。 

 
４．研究成果 
消費者市民社会においては、消費者が
持続可能な社会の形成に積極的に参画
することが求められ、そのためには消費
者教育を通じて実際の場や行動で学ぶ
ことが重要とされる。ノルウェー・ヘッ
ドマーク大学を拠点とする消費者教育
に関する学際的ネットワークである CCN
（Consumer Citizen Network）のビクト
リア・トーレセン氏が中心となって、北
欧を中心に消費者市民社会をめざすさ
まざまな活動が進められている。しかし
ながら、わが国では消費者教育推進法が
成立するまで、「消費者市民社会」とい
う用語は法律に登場したことは皆無で
あった。これまで、消費者教育というと、
家庭科・社会科・道徳などの教科で主に
行われてきたといえるが、消費者市民社
会をめざすためには教科にとらわれず
持続可能な環境をも目指すものであり、
これまでの消費者教育のパラダイムの
転換が必要である。そこで、本研究では
これまでの実際に小学校・中学校で授業
を実施しその結果を分析するとともに、
大学における授業を消費者市民社会の
構築を目指すことを目標としてカリキ
ュラムを作成し、授業分析を行った。例
えば、中学校家庭科では生活の自立の立
場から、計画的な金銭の使い方や持続可
能な社会の構築を目指し、環境に配慮し
た消費生活を行うための知識を身につ
けさせたいと考えた。授業の結果、持続
可能な消費について考えることはでき
たが、環境を商品の製造・販売過程にお
ける環境への配慮について，また企業の
社会的責任について考えることができ
なかった。また、「消費者教育の推進に
関する法律」 の施行により、大学生に



対する消費者教育を推進することを行  
政に義務づけ、大学生に対する消費者教
育や金融リテラシー教育の推進が本格
的に始まろうとしているため、消費者市
民社会構築には不可欠である金融につ
いて知識と意識について日米の大学生
を対象に調査を共同で行った。これらの
結果、特に米国の大学生の金融知識の正
答率は、将来設計に関する項目（投資、
ファイナンシャルプランニング、保険、
税金など）に特に高い傾向が見られた。
金融行動に関しては、金融行動に関する
10 の質問の平均を比較すると、米国の学
生がすべての項目に関して、日本の学生
より高い数値を示しており、米国の学生
が、日本の学生より、経済的に把握して
おり、より責任を持って資金管理をして
いることが明らかになった。これらの結
果は、アメリカ金融カウンセリングとプ
ランニング教会（AFCPE）で Financial 
Literacy and Behavior of College 
Students in the United States and 
Japan として発表した。これらを含めて、
消費者市民社会を消費者の社会的役割
や消費者教育推進の在り方を考える際、
「消費者教育の推進に関する法律」第２
条の消費者市民社会「消費者が、個々の
消費者の特性及び消費生活の多様性を
相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関
する行動が現在及び将来の世代にわた
って内外の社会経済情勢及び地球環境
に影響を及ぼし得るものであることを
自覚して、公正かつ持続可能な社会の形
成に積極的に参画する社会」であること
を踏まえて大学の授業カリキュラムを
作成した。また、教科にとらわれず自分
の消費行動と社会・環境との結びつきを
考えることができるよう教科横断を意
識してカリキュラムを開発した。そして、
本授業の前後でアンケートを実施し，受
講生の意識や考え方の変化をみた。その
結果，これらを教えることのできる教科
は，小学校では事前は「社会」「総合」
の回答が多かったが、事後は「道徳」・「家
庭」・「生活」・「算数」で増加した。中学
校では同様に「社会」「特活」が多かっ
たが、「道徳」・「技術・家庭」・「数学」
で増加し、逆に「社会」の回答が減少し
た，高等学校では「公民」「総合」が多
かったが、事後は「家庭」・「地理歴史」
で増加し，特に「家庭」に関しては，い
ずれの校種でも顕著な増加傾向が認め
られた。そして、いずれもすべての教科
等で教えることができるとの回答があ
り、重点の置き方は異なるものの、大学
生の授業から「消費者市民社会」につい
てさらに多くの教科で教科横断的に学
ぶことができることが明らかになった。 
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